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「ケアプランセンターあすくの里」重要事項説明書 

 

当事業所は利用者に対して指定居宅介護支援サービスを提供します。事業所の概要や

提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

 

〔目 次〕 

１．事業者･･･････････････････････････････････････････････････１ 

２．事業所･･･････････････････････････････････････････････････１ 

３．事業の目的及び運営方針･･･････････････････････････････････２ 

４．事業所の概要･････････････････････････････････････････････２ 

５．サービスの内容･･･････････････････････････････････････････３ 

６．利用料金･････････････････････････････････････････････････３ 

７．居宅への訪問頻度の目安･･･････････････････････････････････５ 

８．秘密の保持と個人情報の保護･･･････････････････････････････５ 

９．事故発生時の対応･････････････････････････････････････････５ 

10．虐待の防止について ･･････････････････････････････････････５ 

11. 感染症の予防及びまん延防止のための措置について･･･････････６ 

12. ハラスメント対策について･････････････････････････････････６ 

13. 業務継続計画（BCP）について･･････････････････････････････６ 

14. 介護支援業務に関する苦情について･････････････････････････６ 

 

 

１．事業者 

（１）法人名        社会福祉法人 大阪聴覚障害者福祉会 

（２）法人所在地     大阪府羽曳野市飛鳥１１番 

（３）電話番号       ０７２－９５９－２２５２ 

（４）ＦＡＸ番号     ０７２－９５９－２６３２ 

（５）代表者氏名     理事長 林 明裕 

（６）設立年月       平成５年１月２６日 

 

 

２．事業所 

（１）事業所の種類  指定居宅介護支援事業所 

（平成１7年 5月 1日指定・大阪府 2773801184号） 

（２）事業所の名称    ケアプランセンターあすくの里 

（３）事業所の所在地  大阪府羽曳野市飛鳥１１番 

（４）電話番号       ０７２－９５７－１７６４ 
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（５）ＦＡＸ番号   ０７２－９５７－１８７５ 

（６）管理者氏名   中西 茂斗子 

（７）開設年月       平成１７年５月１日 

 

 

３．事業の目的および運営方針 

（１）事業の目的 

  要介護者等からの相談に応じ、その心身の置かれている環境等に応じてご本人やそ

の家族の意向等を基に、居宅サービス又は施設サービスを適切に利用できるよう、

サービスの種類内容などの計画を作成するとともに、サービスの提供が確保される

よう指定居宅サービス事業者、介護保険施設等との連絡調整その他の便宜の提供を

行います。 

（２）運営方針 

   利用者が要介護状態等となった場合においても、利用者が可能な限りその居宅にお 

いて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮いた 

します。 

利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者自らの選択に基づ 

き適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効率 

的に提供されるように配慮して行います。 

利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される 

居宅サービス等が特定の種類または特定の居宅サービス事業者に不当に偏すること 

のないよう、公正中立に行います。また、利用者の所在する市町村、老人介護支援 

センター、他の指定居宅介護（予防）支援事業者、介護保険施設等との連携に努め 

ます。 

 

 

４．事業所の概要 

（１）営業日及び営業時間 

月曜日～金曜日（１２月２９日～１月３日と祝祭日を除く） 

   ８：３０～１７：１５（ただし、緊急の場合は時間外でも相談業務をおこないます。） 

（２）通常のサービス実施地域 

   羽曳野市、松原市、柏原市、藤井寺市、八尾市、富田林市、太子町、河南町、千早

赤阪村、大阪狭山市、堺市南区 

（３）職員体制 

管理者              1名 

主任介護支援専門員        1名（管理者と兼務）  

   介護支援専門員          3名以上 

事務職員             1名（兼務）  
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５．サービスの内容 

（１）居宅サービス計画の作成 

（２）居宅サービス事業者との連絡 

（３）サービス実施状況把握、評価 

（４）利用者状況の把握 

（５）給付管理 

（６）要介護（支援）認定申請に対する協力、援助 

（７）相談業務 

 

 

６．利用料金 

（１） 利用料金 

居宅介護支援に関するサービス料金について、利用者の負担はございません。ただ

し、介護保険適用の場合においても、保険料の滞納等により、法定代理受領ができ

なくなる場合があります。その場合は、1ヶ月あたりについて下記の料金をいったん

いただき、サービス提供証明書を発行いたします。 

 

□居宅介護支援  要介護１・２  11,316円／月 

要介護３～５ 14,702円／月 

□初回加算・・・新規に居宅サービス計画を作成した場合又は要介護度状態区分 

の２段階以上の変更認定を受けた場合は 3,126円／月を加算します。 

□入院時情報連携加算・・・利用者が病院または診療所に入院した当日（休日の

場合は翌日）に当該病院又は診療所の職員に対して必要な情報提供を行った

場合、2,605円／月を加算、翌日又は翌々日（3日目が休みの場合はその翌日

を含む）に情報提供を行った場合は 2,084円／月を加算します。 

□退院・退所加算・・・退院・退所にあって、当該病院、診療所、地域密着型介

護老人福祉施設または介護保険施設の職員と面談をおこない、必要な情報の

提供を受けた上で居宅サービスの利用に関する調整を行った場合に以下を加

算します。 

  情報提供 １回 カンファレンス無  4,689円／回 

有  6,252円／回 

情報提供 ２回 カンファレンス無  6,252円／回 

有  7,815円／回 

情報提供 ３回 カンファレンス有  9,378円／回 

□緊急時等居宅カンファレンス加算・・・病院又は診療所の求めにより、当該病 

院又は診療所の職員と共に利用者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要 

に応じて居宅サ－ビス等の利用調整を行った場合は 2,084円／回を加算します。 

□ターミナルケアマネジメント加算・・・在宅で亡くなった利用者に対して、そ

の死亡日及び死亡日前１４日以内に２日以上、当該利用者又はその家族の同意
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を得て、当該利用者の居宅を訪問し、心身の状況などを記録し、主治医及び居

宅サービス事業者に提供した場合は 4,168円／月を加算します。 

□特定事業所加算・・・以下の算定要件を満たした場合、（Ⅰ）5,407円、（Ⅱ）4,386

円、（Ⅲ）3,365円、（Ａ）円を加算します。 

 ①常勤の主任介護支援専門員を 2 名以上（（Ⅱ）（Ⅲ）（A）は 1 名以上）配置し

ていること。 

 ②常勤の介護支援専門員を 3名以上（（Ⅲ）は 2名以上、（A）は常勤 1名＋常勤

換算で 1名以上）配置していること。 

 ③利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を

目的とした会議を定期的に開催すること。 

 ④24 時間体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を

確保していること。 

 ⑤算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護３～５である者の割合が

40％以上であること。（（Ⅰ）のみ） 

 ⑥介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること。 

 ⑦地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、

居宅介護支援を提供していること。 

 ⑧ヤングケアラー、障がい者、生活困窮者、難病患者等、高齢者以外の対象者

への支援に関する事例検討会、研修会に参加していること。 

 ⑨特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。 

 ⑩介護支援専門員 1人当たりの利用者の平均件数が 45件未満であること。 

 ⑪介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関す

る実習」等に協力又は協力体制を確保していること。 

 ⑫他の法人が運営する指定居宅介護支援事業所と共同で事例検討会、研修会な

どを実施していること。 

 ⑬多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を支援するサービス(イ

ンフォーマルサービスを含む)が包括的に提供されるような居宅サービス計

画を作成していること。 

□通院時情報連携加算・・・受診時に同席し、医師又は歯科医師に対して必要な

情報の提供を行うとともに、医師等から利用者に関する情報の提供を受けた

上で、居宅サービス計画に記録した場合に、521円/月を加算します。 

（２） 交通費 

通常のサービス実施地域以外の場合、サービスの提供に際し、要した交通費の実費

をいただきます。 

（３）利用料金のお支払い方法 

   前記の料金、費用は、1ヶ月ごとに計算し、翌月ご請求します。郵便局指定口座へ振 

り込んでください。（ご請求時に指定口座をご連絡します。） 
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７．居宅への訪問頻度の目安 

介護支援専門員が利用者の状況把握（モニタリング）のため、利用者の居宅に訪問する

頻度の目安は利用者の要介護認定有効期間中、概ね 1 月に 1 回です。ただし、利用者

からの依頼や居宅介護支援業務の遂行に不可欠と認められる場合で利用者の承諾を得

た場合には、介護支援専門員は利用者の居宅を訪問することがあります。 

 

８．秘密の保持と個人情報の保護 

（１） 秘密の保持 

   事業者及び事業所の使用するものは、居宅介護支援を提供する上で知り得た利用者

及びその家族に関する秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。この秘密保

持する義務は、契約が終了した後も継続します。 

（２） 個人情報の保護 

事業所は、利用者及びその家族からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス

担当者会議において、利用者及びその家族の個人情報を用いません。事業所は、利

用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物については、管理者の注意を

もって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

（３）利用者又はその家族の同意がある場合、サービス担当者会議及び入院中のカンファ

レンスをテレビ電話装置等（オンラインツール）を活用して行うことができるもの

とします。その際、個人情報の適切な取扱いに留意します。 

 

 

９．事故発生時の対応 

  事業所は、居宅介護支援の提供に伴って、事業者の責めに帰すべき理由により、利用

者様の生命・身体・財産と得を傷つけた場合には、その責任の範囲において、利用者

に対してその損害を賠償いたします。また、速やかに利用者のご家族および市町村等

に連絡を行います。 

 

 

10．虐待の防止について 

  事業所は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な 

  措置を講じます。   

 （１）虐待防止に関する責任者を選定しています。 

         虐待防止に関する責任者  田村眞奈美 

 （２）成年後見制度の利用を支援します。 

 （３）虐待等に関する苦情解決体制を整備しています。 

 （４）職員に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 

 （５）虐待の発生又はその再発を防止するための委員会を開催します。 

 （６）指針を整備します。 
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11．感染症の予防及びまん延の防止のための措置について 

  事業所は、感染症が発生、又はまん延しないようにするため、次に掲げるとおり必要

な措置を講じます。   

 （１）対策を検討する委員会を開催します。  

（２）指針を整備します。 

 （３）職員に対する研修や訓練を実施します。 

 

 

12．ハラスメント対策について 

  事業所は、パワーハラスメントを防止するために相談に応じ、適切に対応するために

必要な体制を整備します。 

 

 

13．業務継続計画（ＢＣＰ）について 

  事業所は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して指定居宅介護

支援の提供を受けられるよう、指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画を策定するとともに、計画に従

い、介護支援専門員をその他の従業者に対して必要な研修及び訓練を実施します。 

 

 

14．身体拘束の制限 

  サ－ビスの提供にあたっては、利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為は行いません。 

 

 

15．介護支援業務に関する苦情について 

  自ら提供した居宅介護支援または居宅サービス計画に位置づけた居宅サービス等に対

する利用者の要望、苦情及び相談があった場合には、利用者の状況を詳細に把握する

ために必要に応じ訪問し、状況の聞き取りや事情の確認を行います。把握した状況を

苦情解決責任者とともに検討し、対応策を講じます。対応内容に基づき、必要に応じ

て関係者への連絡調整を行い、利用者及びそのご家族へ結果報告を行います。 

 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

 ○苦情受付窓口（担当者）中西 茂斗子 

          （責任者）田村眞奈美 

   ○電話番号   ０７２－９５７－１７６４ 
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    ○ＦＡＸ番号  ０７２－９５７－１８７５ 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

     羽曳野市役所 高年介護課 

     所在地    羽曳野市誉田４－１－１ 

     電話番号   ０７２－９５８－１１１１ 

     ＦＡＸ番号  ０７２－９５０－２５３６ 

 

     太子町役場 健康福祉部高齢介護課 

     所在地   南河内郡太子町大字山田 88番地 

     電話番号  ０７２１－９８－５５３８ 

     FAX番号  ０７２１－９８－２７７３ 

 

※ 羽曳野市、太子町以外の通常のサービス実施地域の市町村窓口については、 

別紙「苦情受付機関＜市町村＞」をご参照ください。 

     

 大阪府国民健康保険団体連合会 

     所在地    大阪市中央区常盤町１－３－８（中央大通 FNビル内） 

     電話番号   ０６－６９４９－５４１８ 

 

     大阪府社会福祉協議会（運営適正化委員会） 

     所在地  大阪市中央区中寺１－１－５４（大阪府社会福祉指導センター１階） 

     電話番号   ０６－６１９１－３１３０ 

     ＦＡＸ番号  ０６－６１９１－５６６０ 
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  年  月  日 

 

 

指定居宅介護支援サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行い

ました。 

 

事業所名 ケアプランセンターあすくの里 

説明者職名 介護支援専門員       氏名                  ㊞ 

 

 

私は本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受けました。 

 

利用者 住所                     

 

氏名                   ㊞ 

  

上記署名は、              （続柄     ）が代行しました。 

 

                   代理者（成年後見人など） 

住所                      

 

氏名                                 ㊞ 
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（別 紙） 居宅介護支援業務の実施方法等について 

 

1 居宅介護支援業務の実施 

① 事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担

当させるものとします。 

② 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又は

その家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行い

ます。 

 

2 居宅サービス計画の作成について 

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案作成に際しては、次の点に配慮しま

す。 

ア 利用者の居宅への訪問、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれて

いる環境、立場の十分な理解と課題の把握に努めます。 

イ 利用する居宅サービス等の選択にあたっては、当該地域における指定居宅サ

ービス事業者等に関する情報を利用者またはその家族に提供します。その際、

利用者や家族は介護支援専門員に対して複数の指定居宅サービス事業者等の

紹介を求めることや、選定理由の説明を求めることができます。 

ウ 介護支援専門員は、利用者に対して居宅サービスの内容が特定の種類、事業

者に不当に偏るような誘導または指示を行いません。 

エ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案が、利用者の実情に見合ったサ

ービスの提供となるよう、サービス等の担当者から、専門的な見地からの情

報を求めます。 

② 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービ

スの利用を希望する場合には、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めま

す。 

③ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利

用料等の利用者のサービス選択に資する内容を利用者またはその家族に対して

説明します。 

ア 介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、

原案に基づく居宅サービス計画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。 

イ 利用者は、介護支援専門員が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない

場合には、事業者に対して居宅サービス計画の原案の再作成を依頼すること

ができます。 

 

3 サービス実施状況の把握、評価について 

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後において、居宅サービス計画の実

施状況の把握（以下「モニタリング」という。）を行い、必要に応じて居宅サー

ビス計画の変更、指定居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を
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行います。 

② 上記の把握に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との

連絡を継続的に行うこととし、少なくとも一月に一回、利用者の居宅を訪問し、

利用者に面接するとともに一月に一回、モニタリングの結果を記録します。ただ

し、利用者の同意を得て、かつ担当者会議などにおいて主治医や担当者から、利

用者の状態が安定していること、利用者がテレビ電話装置などを介して意思疎通

ができること、他のサービス事業者との連携により情報を収集することについて

合意を得ている場合は、訪問に替えてテレビ電話装置その他の情報通信機器を活

用しモニタリングを実施します。この場合においても少なくとも二月に一回は利

用者の居宅に訪問します。 

③ 介護支援専門員は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利

用者の状態を定期的に評価します。 

④ 介護支援専門員は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断

した場合、または利用者が介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、

事業者は利用者に介護保険施設に関する情報を提供します。 

 

4 居宅サービス計画の変更について 

事業者が居宅サービス計画の変更の必要性を認めた場合、または事業者が居宅サー

ビス計画の変更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サ

ービス計画の変更を、この居宅介護支援業務の実施方法等の手順に従って実施するも

のとします。 

 

5 給付管理について 

事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、

国民健康保険団体連合会に提出します。 

 

6 要介護認定等の協力について 

① 事業者は、利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請および状態の変化に

伴う区分変更の申請が円滑に行われるよう必要な協力を行います。 

② 事業者は、利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に

代わって行います。 

 

7 居宅サービス計画等の情報提供について 

利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合には、利用者の居宅サービ

ス計画作成が円滑に引き継げるよう、利用者の申し出により、居宅サービス計画等の

情報の提供に誠意をもって応じます。 
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8 当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

の利用状況は以下のとおりです。 

 

 ①前 6ヶ月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所

介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合（2023/9～2024/2） 

 訪問介護  32% 通所介護  39% 

 地域密着型通所介護  4% 福祉用具貸与  54% 

 ②前 6ヶ月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所

介護、福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業所によって提供されたものの割

合（2023/9～2024/2） 

訪問介護 大阪ろうあ会館 36% アトーム介護 16％ まごころベル 5％ 

通所介護 あすくの里   55% ぶどうの家   11% 羽曳野特養   7% 

地域密着型通所介護 ﾚｺｰﾄﾞﾌﾞｯｸ羽曳野 31% ｵﾌﾟﾃｨｽ小阪合  33% ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ楓 33% 

福祉用具貸与 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｴｲｼﾞｰﾌﾘ 55% ﾀﾞｽｷﾝﾍﾙｽﾚﾝﾄ藤井寺 

11% 

神戸ﾚﾝﾀﾙ     10% 

 


